
R８年度　入札参加資格審査申請書類一覧表（古座川町）

― 提出書類番号順にA4ファイル(紙製フラットファイル)に綴じてください ―

番号 申 請 書 類 及 び 添 付 書 類 の 名 称 備　　　　　　　　　　　考

1 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事） 標準様式（様式１、様式２－１）

2 経営規模等評価結果（総合評定値）通知書の写し

審査基準日から１年７ヶ月以内で最新のもの。
申請後に更新した場合は随時、写しの提出をお願いします。
有効期限（審査基準日から１年７ヶ月）を過ぎると、公共工事は受注できなくな
りますのでご注意ください。

3 納税証明書「その３」 …未納の税額がないことの証明書 税務署発行 「その３」 …個人、法人兼用

（写し可）
　　　〃  　　 「その３の２」 …個人の場合

　　　〃  　　 「その３の３」 …法人の場合

上記のうちいずれか１枚を提出

申請日前３ヶ月以内に発行したもの

4 建設業法に基づく許可通知書の写し又は証明書（写し可） 希望する工事の許可書

5 経営事項審査申請書の写し
経営規模等評価申請書（申請書・工事種類別完成工事高・その他の審査項
目・技術職員名簿） の写し

6 工事経歴書 別紙５

直前2年間分（経営事項審査に添付した写しでこれに代えることができる）

7 技術職員名簿 別紙６

・申請日現在に在籍する常勤の技術職員について作成して下さい。

　　◎雇用期間に関係なく申請日現在に在籍する常勤の技術職員に
　　　ついて作成して下さい。

　　常勤の技術職員とは、次のような者は該当しません。

　　　・直接的な雇用関係を有していない場合　（在籍出向者や派遣等）　

　　　・恒常的な雇用関係を有していない場合　（工事期間のみの短期雇用）

・保有する資格をすべて記入して下さい。　（別表１、２ を参照）

・下記　16　（常勤確認資料）　を添付

※ 経営事項審査時に提出した技術職員名簿とは別に作成が必要です。

8 職員名簿 （技術職員以外） 別紙７

経営事項審査に係る審査基準日（営業年度の終了日）時点で３ヶ月以上雇用
されている者で、常勤の職員について作成してください。

下記　16　（常勤確認資料）　を添付

※  該当者がいない場合は 「なし」 と明記の上提出して下さい。

■建設工事（町内業者）
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9 各種免許状の写し
技術職員名簿及び職員名簿に記載している者が有する資格を証明する書面
等の写し

10 登記事項証明書（写し可）　法人の場合 申請日前３ヶ月以内に法務局で発行したもの

11 身分証明書（写し可）　個人の場合 申請日前３ヶ月以内に市町村で発行したもの

12 償却資産課税台帳の登録証明書 参考様式

13 建設業退職金共済組合加入証明書 発行組合等の定める様式

14 使用印鑑届 参考様式

15 課税及納税状況確認同意書 参考様式

16 技術職員名簿又は職員名簿に記載した者の、常勤性を確認できる右の
Ａ から Ｃ のいずれかの書面の写し

Ａ　社会保険に加入している場合
　　・健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書（提出後
　　　に加入された方については、健康保険・厚生年金保険資格取得
　　　確認及び標準報酬決定通知書）の写し

※事業者と技術職員の常勤性を確認できればよいので、「事業者名」、
「技術職員の氏名」、「生年月日」の項目以外はマジック等で塗りつぶし
て確認できないようにして下さい。

Ｂ　社会保険に加入していないが雇用保険に加入している場合
　　・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）の写し
　　・雇用保険被保険者資格喪失届等の写し
　　※両方提出すること。

Ｃ　雇用保険に加入できない場合
　　・審査基準日以前の6ヶ月以降の源泉徴収簿又は賃金台帳等の写
　　　し及び雇用証明書（参考様式）
　　・国民健康保険被保険者証又は後期高齢者医療被保険者証の写し
　　※両方提出すること

17 同意書 別紙１

18 暴力団排除に関する誓約書 別紙２

19 役員等名簿 別紙３

20 誓約書 別紙４

21 舗装工事業における調査回答書 舗装工事業を希望する場合のみ

22 確約書
水道施設及び管工事の内、維持補修工事を主とした水道本管等及び給水管
工事を希望する場合は提出が必要です。

併せて「古座川町指定給水装置工事事業者の指定」を受けることが必要とな
ります。指定給水装置工事事業者の指定についての問合せ、申請書等の提
出先は古座川町役場建設課建築水道班です。

22 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書変更届 参考様式

申請書類の提出後に、申請内容に変更が生じた場合は、速やかに変更届を
提出して下さい。

・ 技術職員に係る変更、 建設業の許可の更新、業種等の変更、経営規模等
評価結果通知書・総合評定値通知書の更新等
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